
 

仙台市医療機関物価高騰対策支援事業補助金交付要綱 

 

（令和５年６月３０日健康福祉局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，長期化するコロナ禍において，医療機関に大きな負担がかかっている

中，医療資器材等の物価高騰の影響を受けている市内医療機関に対し，安定的な医療の提

供を支援するため，仙台市医療機関物価高騰対策支援事業補助金（以下「補助金」という。）

を，予算の範囲内において交付することについて，仙台市補助金等交付規則（昭和５５年

仙台市規則第３０号。以下「規則」という。）に規定するもののほか，必要な事項を定める

ものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，「医療機関」とは，医療法第１条の５第１項及び第２項に定め

る病院及び診療所，医療法第２条に定める助産所とする。 

 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる医療機関（以下「補助対象事業者」という。）は，市内に

所在する別表に掲げる医療機関であることのほか，次の各号に掲げる要件を満たすものと

する。 

（１）医療資器材等の物価高騰の影響を受けていること 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条  

第６号に規定する暴力団員等と関係を有していないこと 

 

（補助金の額） 

第４条 補助金の交付額及び交付に係る要件等は，別表のとおりとする。 

 

（交付申請） 

第５条 規則第３条第１項の規定による交付申請は，仙台市医療機関物価高騰対策支援事

業補助金交付申請兼実績報告書（様式第１号）を別途指定する日までに市長に提出するも

のとする。 

 

（交付決定及び額の確定） 

第６条 市長は，前条に規定する補助金の交付申請書の提出を受けたときは，その内容につ

いて審査の上，補助金を交付することが適当と認めたときは，補助金の交付を決定し，規

則第６条の規定による通知は，仙台市医療機関物価高騰対策支援事業補助金交付決定書及

び額の確定通知書（様式第２号）により行うものとする。 

 

 （申請の取下げ） 

第７条 規則第７条第１項の規定による申請の取下げは，仙台市医療機関物価高騰対策支

援事業補助金交付申請取下書（様式第３号）により行うものとする。 



 

（補助金の交付） 

第８条 市長は，第６条の規定による補助金の決定を行った後に，請求に基づき補助金を交

付するものとする。 

２ 補助事業者は，第６条に規定する補助金の交付の決定通知を受けた場合，仙台市医療

機関物価高騰対策支援事業補助金交付請求書（様式第４号）を別途指定する日までに市長

に提出しなければならない。 

 

（決定の取消し） 

第９条 市長は，補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，補助金

の交付の決定の全部，又は一部を取り消すものとする。 

（１）虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたとき 

（２）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他規則又はこの要綱に基づ

き市長が行った処分に違反したとき 

２ 前項の取消しを行ったときは，理由を付して書面により通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は，補助金の交付の決定を取り消した場合において，補助事業の当該取消し

に係る部分に関し既に補助金が交付されているときは，期限を定めて，その全部又は一部

の返還を請求するものとする。 

 

（立入検査等） 

第１１条 規則第２１条の規定による調査は，補助事業の円滑な遂行を図るため必要がある

場合に行うものとする。 

 

（帳簿及び書類の保存年限） 

第１２条 規則第２１条の２の市長の定める期間は，補助事業の完了した年度の翌年度から

１０年間とする。 

 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか，仙台市医療機関物価高騰対策支援事業の実施に関

し必要な事項は，健康福祉局長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は，令和５年６月３０日から実施する。 

 

 

  



別表  

１ 交付対象 令和５年４月１日時点で東北厚生局長から指定されている病院、診療所

及び同日時点で管轄保健所長から開設許可を受けている助産所 

２ 交付額等 以下の区分に応じた定額補助とし，病院及び診療所の補助額の算定の基

礎となる病床数は令和５年４月１日時点での医療法（昭和２３年法律第

２０５号）上の許可病床数とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院（２００床以上） ３００万円 

病院（２０～１９９床） 

有床診療所（７～１９床） 
１床あたり１万５千円 

有床診療所（１～６床） 

無床診療所 
１０万円 

助産所 ５万円 

  


